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研究成果の概要（和文）：児童虐待防止法の改正により、親権者によるしつけを目的とした子供への体罰が禁止
となりました。有識者会議は保護者支援プログラムの提供を含めた子育て支援施策の拡充を提案し，体罰を用い
ない子育ての支援は親子保健行政の新たな役割になりました。本研究では一次・二次予防の場での保護者支援プ
ログラムの実施方法や保護者の学びの過程を明らかにしました。これらの知見を今後の親子保健行政に活用する
ことで体罰を用いない子育てを見守る社会作りに貢献できるものと考えています。また、介入研究の計画・倫理
審査委員会の承認を得ており、今後に実践研究をしてさらなる提言を続ける予定です。

研究成果の概要（英文）：The Child Abuse Prevention Law has been revised to prohibit corporal 
punishment of children for the purpose of discipline by persons with parental authority. The expert 
panel proposed the expansion of child-rearing support measures, including the provision of parental 
support programs, and support for child-rearing without the use of corporal punishment became a new 
role for the parent-child health administration. This study clarified the implementation methods of 
parental support programs in primary and secondary prevention settings and the learning process of 
parents. We believe that these findings can be used in future parent-child health administration to 
contribute to the creation of a society that looks after parenting without the use of corporal 
punishment. We have also obtained approval from the Planning and Ethics Review Committee for the 
intervention study, and plan to continue to make further recommendations through practical research 
in the future.

研究分野：公衆衛生看護

キーワード： 愛着形成　親子保健　公衆衛生看護　体罰等によらない子育て　保健師　保護者支援プログラム　CARE

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
法改正に伴い、体罰を用いない子育ての支援は親子保健行政の新たな役割になりました。この研究では、保護者
支援プログラムの内容そのもの以外にも，保護者同志のピアサポートの城西やや保健師等による個別の相談等，
複合的・継続的な支援を行うことで保護者の不適切な養育が減ることを見出しました。これは保健師が従来から
持つ支援技術と共通しており，保健師等が新たな役割に貢献しうると考えられたことが研究の成果の一つです。
また、プログラムの受講による保護者の学びの課程を明らかにしました。この知見を活かした支援設計をするこ
とで，効果的な子育て支援、体罰を用いない子育てを見守る社会づくりにも貢献できる可能性があります。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
   令和 3(2020)年 4 月より児童虐待防止法の改正事項である、親権者によるしつけを目的とし
た子どもへの体罰が禁止となった。2020年 3月には有識者会議「体罰等によらない子育ての推
進検討会」の作成したガイドライン（以下 GL）「体罰等によらない子育てのために～みんなで
育児を支える社会に～」1)が公表されたが、この作成過程でパブリックコメントを募集した際に
は、“体罰は子育ての上で必要だ”との考えの元、法改正に反対する意見も多く寄せられた。こ
れらの体罰を肯定する意見に共通するのは、しつけと体罰を一体のものと認識しており、「体罰
を用いないしつけや子育ての方法がある」との観点に欠けることである。しかし同時にガイドラ
インに記載の子どもへの関り例について記載の充実を求める意見も寄せられていた。GLには母
子保健事業の場で保健師に相談することが記載されており、有識者会議では保護者支援プログ
ラムを自治体で提供することも検討された。有識者会議の目指す「苦痛を利用した子どもの統制
でない子育ての在り方を支える社会の実現」のためには、体罰としつけを切り離して考え、体罰
を用いずに子育てをする方法を子育て中の保護者が学ぶ機会の設置が望まれた。しかし、保健師
基礎教育ではそのような養育方法について学ぶ設計ではなく、研究開始当初の体制で保健機関
がそのための十分な役割を果たせるかどうかも不確かであった。 
 
２．研究の目的 
 有識者会議は保護者支援プログラムを含めた子育て支援施策の拡充の提言をした。しかし、親
子保健等子育て支援の場では、しつけや子どもへの関わり方をテーマとした支援メニューは未
整備で、効果検証も十分でない。保護者支援プログラムのうち CARE (Child-Adult Relationship 
Enhancement)プログラムは、親子の関係性の向上をめざした予防的・支援的内容のもので、親
子保健の場での実践に適することが示唆されている。本研究では CARE プログラムを幼児を養
育中の保護者ペアが受講することが体罰等によらない子育ての方法を学ぶ場となりうるか、ま
た同時受講による利点や効果的な展開方法を検討し、今後の親子保健事業の展開に当たる基礎
資料とすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 幼児を子育て中の父親・母親の同時参加形式の CARE プログラムをオンラインで実施し、保護
者の養育の変化やその特徴などを質問紙法や観察法で把握し、量的・質的に検討をする介入研究
を計画した。 
 
 
４．研究成果 
研究１）親子保健の場での保護者支援プログラムの実施状況の把握と有効な手法の検討 
 ①研究手法 
 介入研究の実施に先立ち、保護者支援プログラムの実施に関する先行研究の文献検討を行っ
た。保護者支援プログラムとして確立され日本語版が普及しているものは複数あり、いくつかの
プログラムは支援的・予防的な特徴を持つとされている。2)支援的・予防的な特徴をもつとされ
るトリプル P・CARE プログラム・PCIT(Parent-Child Interaction Therapy)などについて、保健
事業の場で一次予防・二次予防として実施した文献 13 件 3-16)から、効果的な実施方法の検討を
行った。 
 ②結果 
 実施主体や対象者、保護者または子どもの特性などは様々であったが、いずれも保護者支援プ
ログラムの参加により、保護者・子どもに好ましい変化がみられていた。保護者に関しては抑う
つ等のメンタルヘルス面の改善 3)4)5)6)10)や養育技術の向上、自己効力感の改善・自身の向上など
がみられていた 3)4)5)7)8)9)10)11)12)13)14)15)。子どもに関しては問題行動の軽減 3)4)5)67)8)9)10)11)12)13)14)や、
好ましい行動の増加 3)10)がみられた。これに伴い、保護者のしつけに関する考え方の変化 6)12)や
たたく・感情的に叱るなどの保護者の養育行動が改善されたことが記載されていた 3)4)5)7)8)9)10)11)。
プログラムそのものは必ずしも虐待予防目的でなくとも、受講を通じて副次的に保護者による
不適切な養育行動が改善する可能性に言及した文献も見られた 4)5)7)9)14)。 
また、プロセス評価として、効果的な実施方法にはいくつかの共通点が見出された。プログラ
ムの参加者が子育てで感じる悩みや喜び等を参加者同志で共有や 4)5)7)13)、支援者との信頼関係
の形成のうえ、小集団での指導のみでなく個別の相談対応や必要に応じた社会資源コーディネ
イトなど 7)8)11)12)、プログラムの内容そのもの以外に、様々な支援を組み合わせ継続的に支援す
る方式をとっていた。 
③考察 
保護者支援プログラムを受講した保護者および子どもにともに好ましい変化が見られ、その
相互作用もあり、副次的にたたくなどの不適切な養育行動が減少する可能性がある。プログラム
の開催目的は発達障害児の保護者支援や育児不安の解消など、虐待予防外のものであったが、保



護者の困難要因の改善は副次的に不適切養育の改善をもたらす可能性がある。 
また、プログラム内容の学習以外にも、参加者間で子育ての思いを共有することを経て孤立感
を開所しピアサポートを醸成することや、プログラムの参加動機を踏まえた個別相談・社会資源
のコーディネイトを行うなど、プログラムの場を活かした様々な支援を行っていた。 
このような継続的・複合的な支援の展開は従来から保健師等が公衆衛生看護活動として行っ
ていた支援技術である。保健師等は、「体罰等を用いない子育て」に関する具体的な手法につい
ては新たな学びが必要な可能性もあるが、有識者会議の目指す「苦痛を利用した子どもの統制で
ない子育ての在り方を支える社会の実現」のためには、その公衆衛生看護技術を用いて貢献しう
る可能性がある。 
また、行政機関での実施の特有の課題として、人事異動による事業継続の困難や、指導者資格
の取得の困難などが指摘されており、親子保健行政の場で保護者支援プログラムを継続的に実
施するためには人事異動に耐える実施プロセスの確立や指導者資格の取得に関する課題の解決
が重要であることも把握した。15) 
 ④結論 
市町村の親子保健等の場で支援的な内容の保護者支援プログラムを行った報告はいくつか見
られ、いずれも受講により保護者・子どもに好ましい変化がみられていた。プログラムの実施目
的が虐待予防ではなくとも、副次的に虐待予防に資する変化がみられる場合もあった。 
また、プログラム内容以外にも、その場を利用して保護者間のピアサポートの醸成や保健師等
専門職による個別性のある相談等の支援を発展している報告もみられた。このような継続的・複
合的な支援の展開は従来から保健師等が公衆衛生看護活動として行っているものであり、保健
師は有識者会議の目指す「苦痛を利用した子どもの統制でない子育ての在り方を支える社会の
実現」のために役割を果たしうると考えられる。 
 
研究２）保護者支援プログラムに参加した保護者がプログラム内容を習得するプロセスの検討 
 ①研究手法 
  研究１）の文献のほか、保健事業の場で一次予防・二次予防として実施した文献のうち保護
者の変化の過程について記載がある 11 件 4)5)8)9)10)12)13)14)16)17)について、変化の過程について、共
通することや対象者の特性により異なることを見出すための検討を行った。 
 ②結果 
プログラムは 2-8 回で構成されており、いずれも各プログラムの指導者資格を有する者によ
る講義等で理論基盤を学んだ後に受講者同志で実践練習をする内容が前半に行われていた。そ
の後に保護者が家庭で学んだ養育スキルで我が子に関り、指導者との集団・個別での相談や受講
者同志で経過を話し合う期間が設けられており、終盤に体験を受講者同志で共有し学びを振り
返る構成となっていた。保護者が養育技術について理論基盤と演習で体験的に学んだ後にわが
子に実践することで親子とも変化があり、この変化を指導者や受講者同志で共有し、学習内容と
の関連の理解を深めることで養育技術を習得することが共通して見出された。経験学習ととも
に、受講者同志での共感や指導者からの肯定的な支援が同時に提供されることも重要な要素だ
と考える。また親子の抱える課題を踏まえたプログラム選定やプログラム終了後の継続支援も
重要である。行政機関で保護者支援プログラムを実施する際は、短縮化などの改変する場合があ
り、得られた知見は効果的な支援提供に資すると考えられる。 
 
介入計画 
上記の知見他，CARE プログラムの指導者資格であるファシリテーター同志での定期学習会，
学会等で得た知見をもとに，CARE プログラムを父親・母親の同時受講でオンライン形式で提供
をする介入研究の計画を立案し，所属機関の倫理審査委員会の承認を得た。参加者の公募の段階
で新型コロナウイルス感染症の罹患者数、特に幼児の罹患が増加したため、実施は期間終了とな
る。研究計画に沿って CARE プログラムを実施し，効果検証や効果的な展開手法の検討を行い，
継続的に提言を続けるとともに，体罰等によらない子育ての推進の一助を担う実践研究を行い
たいと考えている。 
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